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１．はじめに 
 2011 年 3 月に東日本大震災が発生し，被災地域の大学では人的にも物的にも多くの被害があり，時期的にも

入試の実施などに大きな混乱が生じた．また，施設の復旧と併せて地域貢献活動も行うなどして，入学式や前

期授業の開始を 1 ヶ月程度遅らせ，授業時間の短縮や夏季休業の短縮などの対応が取られた． 

 徳島大学では，今後の南海トラフ巨大地震発生が懸念される中，地域の中核研究・教育機関として南海地震

対策を喫緊の課題として捉え，東南海・南海地震対策委員会を設置し，全学体制で対応を検討してきた．そこ

で，本研究では，本学でのアクションマニュアル作成の取り組みを通して，大学でのアクションマニュアル作

成の取り組み方法を検討する．また，今後の課題や改善方法についても併せて検討を行う． 

２．東南海・南海地震対策委員会の取り組み 
 本学の東南海・南海地震対策委員会は，近い将来発生する可能性の高い東南海・南海地震の発生に備え，か

つ，発生後の本学の対応を検討することを目的に 2011 年 7 月 27 日に学長裁定により設置された．総務・財務

担当理事・副学長を委員長とし，委員には全学から教職員が選任されている． 

本学では想定される東南海・南海地震の被害を一般的に「レベル 1」と言われる宝永南海地震クラス（Mw8.6）

とした．これは，「レベル 2」と言われる最大規模クラス（Mw9.1）の地震発生の場合には，津波などで新蔵本

部，常三島キャンパスでは被害が甚大となり，復旧活動の検討が困難であること，発生可能性として「レベル

1」のほうが確率として高いと考えられているなどの理由から戦略的に決定した． 

これを踏まえて，優先的に復旧すべき重要業務の選定，重要業

務に必要な要素・資源の整理と代替手段の検討，ボトルネックに

対する対策の推進などを検討し，教育機関としての機能を発災後

約 1 ヶ月程度での復旧を目標とし，施設，設備，通信の整備・備

蓄等のハード面，本学の「災害対策規則」，「災害対策マニュアル」

の改編等のソフト面を向上させる取り組みを行ってきた．2013 年

度は発生後に教職員が具体的にどのような体制で対応を行うのか

を重点課題とし，災害時対応体制の構築及び災害対策業務のアク

ションマニュアル作成を中心に取り組みを行うこととした．   図-1 徳島大学災害対応マニュアルの全体像 

３．アクションマニュアル作成の取り組み方法 
 本学が実施しているアクションマニュアル作成の流れを紹介することで，大学におけるアクションマニュア

ル作成の取り組み方法を示す．なお本学は 2014 年 3 月現在で「（5）全体での調整，修正」までを実施している． 

（1）機能毎に班編成を行う 

本学では災害時対応体制を本部機能の災害対策本部のほか，東北大学の東日本大震災での対応などの事例を

参考にし，発災時に必要と考えられる機能毎に，総務・外部連携班，医療・救護対策班，職員安否確認班，被

災職員対策班，学生安否確認班，学生対策班，留学生等対策班，施設対策班，研究・医療設備対策班，情報シ

ステム対策班，教育環境・入試対策班，物資対策班，人事・給与支給班，避難住民対策班の 14 班を構成し，そ

れぞれの役割を明確化した．本学では新蔵本部，常三島キャンパス，蔵本キャンパス，大学病院の 4 拠点が存

在することから，各拠点に上記の 14 班を構成することとした． 

（2）各班の責任者及びメンバーを選定する 
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図-2 災害対応班の編成と役割 

図-3 アクションマニュアル検討結果例 

 災害時対応業務と平常時の業務の親和性を鑑みながら，各班

の責任者（統括理事及び班長）を選定し，併せてメンバーを選

定する．今回本学では，班メンバーを職員に限定した．これは，

発災時に確実に統括できる職員に対応を任せ，教員は状況に応

じて，各班職員の指示を受けて対応にあたる体制としたためで

ある． 

（3）全体へのアクションマニュアル作成についての説明            

 大学の被害想定，目標復旧時間，それぞれの班の役割，アク

ションマニュアルの必要性，アクションマニュアル作成方法等

を説明するため，各班の班長及び主要な班員を対象に説明会を実

施した．この際，実際に業務を行う職員と災害時対応業務と平常

時の業務の親和性を協議し，必要に応じて調整を行った．また，

アクションマニュアル検討に必要なポイントを併せて説明し，

これらを踏まえて，各班で検討してもらうこととした． 

（4）各班でのアクションマニュアルの検討 

 各班で被害想定に基づき，発災時に必要な取り組みについて

ブレインストーミングを行う．出てきたアイデアを時系列に並

べ替え，不足するものを追加する．必要な資源・情報について

も洗い出しを行い，現状では対応が難しい課題を抽出する．こ

こに防災を専門とする教員等がコーディネーターとして参加し，

考え方についてアドバイスを行う．それぞれの対応はアクショ

ン（行動）ができるレベルまでブレイクダウンさせて，取りま

とめを行う．災害時対応業務に親和性の高い平常時の業務を行う班員が自ら考え，検討し，コーディネーター

が第三者の視点から指導をすることで，実行性の高い事前及び事後のアクション一覧，必要な資源，対応すべ

き課題が抽出される． 

（5）全体での調整，修正 

 各班での検討結果を取りまとめ，班同士での連携や必要な資源，ダブる業務等の見直しを行う．各班は個別

最適なアクションマニュアルを作成しているため，全体での調整を行い，全体での最適化を行う必要がある．

この調整を踏まえて修正を行う．これにより，第一版としてのアクションマニュアルが完成する． 

（6）訓練による見直し 

 作成されたアクションマニュアルは，災害対応模擬訓練や読み合わせ訓練などの訓練により，過不足につい

て見直しを行い，繰り返しバージョンアップを行っていく． 

４．今後の課題 
 今後の課題としては，訓練による見直しや実行性の評価を行い，作成したアクションマニュアルの改善を継

続して行うこと．この災害時業務の検討の中で，平常時の業務手順等の見直しを図り，煩雑になりがちな事務

処理をシンプルにしていくこと．現状は復旧戦略のためのアクションマニュアルを作成しているが，今後は複

数の戦略を確保するため，他大学との連携や IT の活用による代替戦略を検討することなどが挙げられる． 

５．まとめ 
 このように，災害時に実際に業務を行う職員自らが被災した際の状況や対応を考え，マニュアル作成に携わ

ることにより，実行性のあるアクションマニュアルの作成と同時に，職員の防災教育や人材育成にもつながる．

本学のアクションマニュアルは 2013 年度末で第一版が完成し，2014 年度はその実行性を高める訓練や改善を

行っていく予定である．引き続き，大学の教職員が一体となって，その実行性を高めていきたいと考えている． 
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